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事務事業概要
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防災対策部



項 目

（防災対策総務課）

課長米川幸志

(059-224-2181) 

1 防災気象情報等

の収集・伝達

（消防・保安課）

課長 j賓口正典

(059-224-2108) 

2 消防対策

事務事業概要

概 要

1 紡災気象情報の収集・伝達

災害の予防・軽減を図るため、各種の気象情報や地震情報等の

各種情報を収集し、関係機関に伝達する。

2 防災情報提供プラットフォームの運営・構築

防災情報システムにより、災害発生時、迅速・的確に被害情報を

収集するとともに、「防災みえ.jpJにより、県が収集した気象情報、

ライフライン情報、被害情報等を県民に提供するほか、気象警報・

注意報、地震・津波情報等を f紡災みえ jpJ メ｝ル配信サービ

スにより県民に提供する。

また、災害対策本部機能の強化と、より県民に分かりやすい情

報提供に向け、次期防災情報プラットフォームを構築する。

3 防災行政無線の管理・運営

気象警報・注意報をはじめとする防災気象情報について、防災行

政無線（地上系・衛星系）やインターネット等を活用して、市町等

に迅速かつ確実に伝達し、災害防止に努める。

また、防災通信ネットワークにより、防災関係機関相互の通信

を確保する。

4 防災行政無線の整備

新たに指定された災害拠点病続への地上系防災行政無線の設置を

進めるとともに、防災ヘリコプター用無線通信設備の再整備とヘリ

コプターテレビ電送システムの整備を行う。

1 消防体制の強化

消防体制jの充実強化を図るため、消防の広域化を進めるととも

に、整備が完了した消防救急デジタノレ無線（共通波）の管潔・運

用の支援を行う。

2 傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準の運用

三重県救急搬送・医療連携協議会等の運営を行うとともに、傷
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項 目 概 要

病者の症状等に対応できる医療機関への迅速かっ適切な救急搬送

のための「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準j の適切

な運用を行なう。（健康福祉部地域医療推進課と共管）

3 緊急消防援助隊制度の運用

緊急消防援助隊の訓練の支援や応受援計画の見直し等、緊急消

防援助隊制度の効果的な運用を行うとともに、平成 27年度は、緊

急消防援助隊中部ブ、ロック合同訓練を本県で開催する。

4 救急救命士等の資質の向上

救急業務の高度化への対応と救命率の向上を図るため、救急救

命士の特定行為実施のための講習や指導救命士養成のための講習

等を開依し、救急救命士等の知識や技術の向上を図る。

5 消妨団の活性化

団員数の減少・高齢化等の課題をかかえる消防団について活性

化を図るため、条例定数の確保、地域住民への情報発信、機能別

消防団の設置促進などの対応方針に基づき、入団促進活動や研修

等の諸事業を行う。

3 予防・保安対策 1 高圧ガスの保安

( 1）高圧力、ス保安法に基づき、高圧ガスの製造、貯蔵、消費に係

る許認可、製造施設等の完成検査及び保安検査等を実施する。

また、高圧ガス保安担当者に対する保安講習やハザード低減対

策研修等を行い、コンブライアンスを徹底することで、事故の

発生及び災害拡大の防止を図る。

( 2）液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に

基づき、販売事業の登録、保安機関の認定、貯蔵の許可、製造

施設等の完成検査及び保安検査等を実施し、事故の発生及び災

害拡大の防止を図る。

2 火薬類の保安

火薬類取締法に基づき、火薬類の製造、販売、貯蔵等に係る許認

可、火薬庫等の完成検査及び保安検査等を実施し、事故の発生及び

災害拡大の防止を図る。
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項 目 概 要

3 猟銃製造販売の適正管理

武器等製造法に基づき、猟銃等の製造、販売等の許可及び立入

検査等を実施し、保管、管理の徹底を図る。

4 電気関係の保安

( 1 ）電気工事業の業務の適正化に関する法律に基づき、電気工事

業の登録、更新、電気工事業者の事務所の立入検査等を実施し、

事故の発生及び災害拡大の防止を図る。

( 2）電気用品安全法に基づき、電気用品販売店に対する立入検査

を実施し、不良品の市場流出防止、事故妨止を図る。

5 住宅防火及び火災予防の推進瞥発

火災による被害を減らすため、消防本部と連携して住宅用火災

警報器等の普及促進を図り、県民及び事業所等の防火意識を高め

る。

日 危険物取扱者及び消防設備士講習の実施

危険物取扱者及び消防設備士に対する講習を実施し、危険物施

設等における事故の発生及び災害拡大の防止を図る。

7 石油コンピナ）ト防災対策

石油コンビナート等災害防止法に基づき、三重県石油コンビナ

ート等防災計画を定め、高圧ガス保安法、？出紡法等の個別法によ

る規制のほか、石油コンピナート等特別防災区域を一体としてと

らえた防災体制の確立を促進する。

（防災企画・

地域支媛課）

課長上村正典 発生が危倶されている南海トラフ地震等の大規模地震や、広域に

(059-224司 2184) ｜わたり甚大な被害を及ぼす台風や近年増加傾向にある局地的大雨等

4 防災圃 J被災対策｜の風水筈に備え、市町や関係機関と連携して総合的かっ計画的な防

の推進 ｜災・減災対策の推進を図る。

1 三重県防災対策推進条例の推進

防災意識の高揚と、県・県民・事業者等の責務の明確化を目的

に制定した三重県防災対策推進条例の普及啓発を図るとともに、

「自助j 「共助J 「公助Jの取組を推進する。
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項 自 概 要

2 三重県新地震・津波対策行動計画の実践

平成 25年度に策定した「三重県新地震・津波対策行動計画j

に掲げた地震防災・減災対策を着実に推進し、本県の目指す「防

災の日常イ七」の定着を図る。平成27年度は、特に「三重県復興

指針（仮称）」及び f三重県業務継続計画（BCP)Jの策定に取り

組むロ

3 三重県新風水害行動計画の実践

近年多発する、台風、集中豪雨、局地的大雨、竜巻、雪害等の

風水害に対し、新たな観点から課題を整理し、策定した、「三震県

新風水害対策行動計画Jに掲げた防災・減災対策を着実に推進し、

「防災の日常化」の定着を図る。

4 地域の防災・減災対策の推進

三重県と三藁大学が共同して設立した、「三重県・三重大学み

え防災・減災センター」において、防災に関する人材の育成・活

用、地域・企業支援、情報収集・啓発、調査・研究等に取り組み、

三重県における地域防災力の向上安図る。

5 緊急避難体制の整備

大規模災害時における避難体制を整備するため、「津波避難に関

する三重県モデ、ノレ」「避難所運営マニュアル策定指針Jの県内地域

への水平展開を図る。

日 市町の防災・減災対策支援

南海トラフ地震や内陸活断層による地震・津波及び台風等の風

水害に備えるため、市町が実施する地域特性に応じた防災・減災対

策を地域減災力強化推進補助金等により支援する。

7 市町防災力の向上

地域防災カ向上の重要な役割lを担う市町が、自らの防災力の強

み・弱みを認識し、効果的な防災対策をより一層推進するために、

災害対策本部の設置に伴う図上訓練等の取総を支援する防災技術

専門員・指導員を派遣する。

8 自主防災組織の充実・強化と地域の組織力向上

地域防災の要となる自主防災組織の活動の活性化を図るととも

に、共に地域防災の重要な担い手となる消防固との、役割分担を

踏まえた互いの組織の連携を促進するための事業を「三重県・三
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項 El 

（災害対策課）

諜長西漂 j告

(059同 224-2189)

5 防災体制の整備

概 要

重大学みえ防災・減災センターJと連携しながら展開し、「地域

の組織力Jによる地域防災力の強化を図る。

9 県民の防災への関心を高め、紡災活動へとつなげるとともに、

I防災の日常化j の定着を図るため、メディアによる広報活動、

「みえ妨災・減災アーカイブりの充実等に取り組む。

1 災害対策本部体制の整備

多様な災害に迅速かっ的確に対応できるよう、訓練等を通じて災

害対策本部体制を検証するとともに、対応能力の向上を目指す。

2 広域避難体制の整備

市町域を越えての広域避難について、関係市町と連携し体制の

整備を進める。特に、県北部に広がる海抜ゼロメートル地帯寺では、

大規模な広域避難が実施される可能性が高いことから体制を整備

していく。

3 広域防災拠点施設の整備

平成24年度に改訂した「三重県広域防災拠点、施設等基本構想jに

基づき、残る北勢地域の広域防災拠点施設の整備を進める。

4 県職員の防災対応力向上

県災害対策本部の機能が迅速に発揮できるよう、防災研修、情報

伝達訓練及び緊急地震速報訓練等の実施により、県職員の防災意識

および対応力の向上を図る。

5 防災訓練の実施

東日本大震災や紀伊半島大水害等の教訓を踏まえ、地域住民、県

職員及び防災関係機関職員の妨災意識の高揚、防災対応力の向上を

目的として、地域の特性を考慮した実践的な総合防災訓練、発災後

の様々な局面の想定や応急対策活動における各機能に着眼した図上

訓練等を実施する。

6 紡災ヘリコプターの運航管理

消防防災体制の充実強化を図るため、県内の消防本部から派遣

された消防職員による防災航空隊を組織し、防災ヘリコプター「み
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項 目

（危機管理課）

課長河治希

(059 224-2734) 

6 危機管理の推進

7 国民保護の推進

概 要

えj を活用して、救急活動、救助活動、災害応急対策活動、山林

火災消火活動等を実施する。

7 防災ヘリコプターの機体更新

平成5年4月の運航開始から 22年を経過し、機体の老朽化に伴

う不具合の発生や交換部品のコストが嵩むことから、平成 28年末

までに機体を更新する。

全庁的な危機発生時の対応のほか、危機情報の早期把握と対応、

リスク情報の収集・共有、研修・訓練の実施、各部局等の危機管理

に対する助言、支援、連絡調整合行うなど、全庁的な危機管理の推

進に取り組む。

三重県国民保護計画に基づく有事への対応を、より迅速かつ的確

に実施するため、国民保護訓練等を実施する。
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平成 27年度防災対策部主要事業

政策 名 、 施 策 名及び事業の内容

《政策名：危機管理～災害等の危機から命と暮らしを守る社会～》

〈施策名： ( 111)防災・減災対策の推進〉

（一部新） 1 地域減災対策推進事業 【緊急課題解決 1] 

[ (11101）新たな防災・減災対策の計爾的な推進］

（第2款総務費第8項防災費 1紡災総務費）

南海トラフ地震や内陸活断層による地震・津波や台風等の風水害に備

えるため、市町が実施する避難対策や避難所の整備、災害時要援護者対

策などの地域特性に応じた減災対策を支援します。 （地域減災力強化推

進補助金の交付）また、新たに県北部の海抜ゼロメートノレ地帯が抱える

課題に対応するため、津波避難施設整備等に対する支援制度（県北部海

抜ゼロメートル地帯避難対策補助金）を創設し、県北部海抜ゼロメート

ル地帯における津波避難対策の推進を図ります。

2 緊急避難体制整備事業 【緊急課題解決1】

[ (11101)新たな防災・減災対策の計画的な推進］

（第2款総務費第8項防災費 1防災総務費）

避難所運営マニュアル策定指針や津波避難に関する三重県モデルを活

用した市町及び地域の取組が促進されるよう支援します。

3 新たな防災・減災対策推進事業【緊急課題解決1】

[ (11101)新たな防災・減災対策の計画的な推進］

（第2款総務費第8項防災費 1防災総務費）

三重県防災会議の開催や各専門部会の運営を行うとともに、 「三重県

地域防災計画」、 「三重県新地震・津波対策行動計画J、 「三重県新風

水害対策行動計画jで位置づける地震・津波対策及び風水害対策を推進

します。また、 「三重県業務継続計画（BCP）」及び「三重県復興指

針（仮称） Jを新たに策定します。

4 防災訓練費

[ (11102）災害対応力の充実・強化］

（第2款総務費第8項防災費 1防災総務費）

緊急消防援助隊中部ブロック合同訓練と連携し、救助機関との連携訓

練など、災害対応力の向上を図る、より実践的な総合防災訓練を実施し

ます。また、発災後のさまざまな段階や局面を想定して行う図上訓練を

実施します。

1 
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予算額

（単イ立：千円）

226,244 

1,547 

11, 161 

2,551 



政策名、施策名及び事業の内容

5 広域防災拠点施設整備事業 【緊急課題解決1】

[ (11102）災害対応力の充実・強化］

（第2款総務費第8項防災費 1防災総務費）

大規模災害発生時の県内への広域的な応援・受援体制の拠点としての役

割を担う北勢広域防災拠点を整備するため、造成工事を実施します。

（新） 6 防災へリコプ9ー更新事業

[ (11102）災害対応力の充実・強化1
（第2款総務費第8項防災費 1紡災総務費）

防災ヘリコプター「みえ」の機体更新を行うとともに、防災ヘリコプ

ターの機能強化を図るため、ヘリコプターテレビ電送システム整備のた

めの設計を行います。

予算額

（単位．千円）

399,956 

10, 729 

7 「みえ防災・減災センター」事業 【緊急課題解決 1l I 2s, s61 

[ (11103) 「協創j による地域防災力の向上］

（第2款総務費第8項防災費 1防災総務費）

「三重県・三重大学みえ防災・減災センター」において、防災人材

の育成・活用、地域・企業支援、情報収集・啓発、調査・研究等に取り

組むことで、地域の防災・減災対策の推進を図ります。

8 地域防災広報事業 【緊急課題解決1】 I 3, 499 

[ (11103) 「協創Jによる地域防災カの向上］

（第2款総務費第8項防災費 1防災総務費）

県民の「防災意識j を「紡災行動Jへとつなげるとともに、 「防災の

日常化Jの定着を図るため、メディアによる広報活動等を実施します。

9 防災情報提供プラットフォーム事業

[ (11104）迅速な対応に向けた防災情報の共有化］

（第2款総務費第8項防災費 1防災総務費）

災害特に迅速・的確な対応が行えるよう、総合防災ホームページ「防

災みえ j p J等により気象情報や防災情報を提供するほか、災害対策

本部機能の強化と、より県民にわかりやすい情報提供に向け、防災情報

システムを再構築するための基本計画を策定します。

10 消防行政指導事業

[ (11108）消防力向上への支援］

（第2款総務費第8項防災費 2消防指導費）

県内各市町の消防団で構成される三重県消防協会の諸事業等の円滑な

実施を通じて、消防団員の確保、消防団の活性化等に取り組みます。

※予算額の上段（ ）は平成26年度2月補正含みベース

2 

(44,902) 

34,036 

7,602 



政策名、施策名及び事業の内容

11 消防広域化等推進事業

[ (11108）消防力向上への支援］

（第2款総務費第8項防災費 2消妨指導費）

消防力の強化による住民サービスの向上や消防に関する行財政運営の

効率化と基盤の強化を図るため、消防の広域化に取り組みます。また、

「三重県消防広域化推進計画（改訂版） Jにおいて、優先的に広域化に

取り組む地域としている地域に対し、消防広域化推進補助金を交付し、

広域化の推進を図ります。

（新） 12 地域防災力連携強化促進事業

[ (11103) 「協創」による地域防災力の向上］

（第2款総務費第8項防災費 2消防指導費）

共助の中心となる消防団と自主防災組織が組織の力を真に発揮するた

めの人づくりの新たな仕組みを構築することにより、役割分担を踏まえ

た互いの組織の連携を促進し、地域防災力の強化を図ります。

（新）13 緊急消防援助隊合同訓練事業

[ (11108）消防カ向上への支援］

（第2款総務費第8項防災費 2消防指導費）

大規模災害発生時に円滑で効率的な活動を行うため、緊急消防援助隊

中部ブロック合同訓練を実施し、迅速で効果的な受援体制、関係機関と

の連携体制を磯立します。

14 高圧ガス指導事業

[ (11109）高圧ガス等の保安の確保｝

（第2款総務費第8項防災費 3銃砲火薬ガス等取締費）

高圧ガス事業所等における適正な保安を確保するため、許認可審査、

保安検査等を実施します。

《政策名：命を守る～健康な暮らしと安心できる医療体制～》

〈施策名： (121)医師確保と窪療体制の整備〉

1 救急救命活動向上事業

[ (12102）救急・へき地等の医療の確保］

（第2款総務費第8項防災費 2消防指導費）

救急救命士の処置拡大に対応するための講習、救急救命士が行う特定

行為を円滑に推進するための資質向上に係る講習やセミナーを実施し救

命率の向上を図るとともに、救急活動の質を保障する体制（メデイカル

コントロール体制）の構築念図ります。

※予算額の上段（）は平成26年度2月補正含みベース

3 

予算額

（単位．千円）

5,355 

(18, 495) 

7,500 

22, 134 

6,366 



政策名、施策名及び事業の内容
予算額

（単位．千円）

《施策の推進を支えるために》

〈行政運営2・行財政改革の推進による県行政の自立運営〉

1 危機管浬推進事業 1, 741 

[ (40201）自立的な県行政の遥営］

（第2款総務費第2項企画費 5危機管理費）

危機発生時に迅速・的確な対応ができるよう、職務に応じた職員研修

や危機管理リーダー研修などを行います。

v 

4 


